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公共財の最適供給と政策 
 
1. 公共財と政府 
公共財は市場メカニズムを通じて供給できるか？ 
・	 排除不可能性 
・	 誰かが料金を支払って公共財が供給されたとすると，それに「ただ乗り」

することが合理的． 
・	 いったん供給されたら，追加的消費者に限界費用=ゼロで供給できる（非
競合性）． 

・	 公共財を市場を通じて供給することはできない（もしくは著しい過少供

給に陥る）． 
 

2. 公共財供給主体としての政府 
・	 これらの問題を避けるために，政府が供給主体となる． 
公共財の最適供給理論が目指すもの 

Ø 望ましい公共財の供給量はどのくらいか？ 
Ø 公共財供給の費用負担はどうあるべきか？ 
Ø 租税で費用を調達． 
Ø 効率性と公平性のトレード・オフをいかに解消するか． 
 
 

3. リンダール方式 
・	 政府が公共財を提供するには，その費用を調達しなければならない. 

Ø その方法のひとつとして，「                       」が考え
られた． 

・	 リンダール均衡 

1) 政府は各消費者に公共財の	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 を提示． 

2) 各消費者は提示された税負担率における                   を報

告． 

3) すべての消費者の公共財需要水準が一致するよう，政府は調整を続

ける． 



 の繰り返しの到達点である。 
 
・	 リンダール均衡とパレート最適 

Ø リンダール均衡は，パレート効率的な資源配分を達成する． 
・	 リンダール方式の問題点 
消費者が実際よりも過小な公共財需要を申告すると，低い負担によって

公共財を消費することができる． 
Ø このため，正しい支払い意思額を伝えるインセンティブをもた
ない． 

Ø 相手が正直に申告した場合	 or	 相手が過少申告した場合． 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 



 
 

4. サミュエルソン条件 
 
 
 
 
 

• 公共財の最適供給条件 
• ポール・サミュエルソン（Paul A. Samuelson, 1915~2009，米）によっ
て考案． 

• 1970年にノーベル経済学賞受賞． 
Ø リンダール均衡では，サミュエルソン条件が成立． 
Ø 各個人の限界便益の合計とは？ 

 
 

 
 
 
5. クラーク税 
• 公共財供給において真の選好を申告させるメカニズム 

Ø ある個人が申告する情報が当該個人が参加しない時に選択される決定
を覆すなら、個人はクラーク税を払う 



Ø 税の額は当該個人の参加によって覆される決定によって本人以外に及
ぼす純損失に等しい額になる。 

 個人 1 個人 2 個人 3 

プロジェクト Xからの便益 200 100 −120 

クラーク税 20 0 0 

 


